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第 1 章 経営戦略の策定にあたって 

1-1 経営戦略の目的 

新見市（以下「本市」という）においては、令和 3 年度に令和 12 年度までの 10

カ年を計画期間とする「新見市水道事業経営戦略」を策定し、将来にわたり安全で

安心な水道水を安定的に供給することを目標に、計画的な事業運営を進めてきまし

た。策定から 5 年が経過したことから、これまでの取組状況や財政状況を検証する

とともに、社会経済情勢や水道事業を取り巻く環境の変化を踏まえ、中間見直しと

して本戦略を改定するものです。 

また、本市では緩速ろ過方式を採用した浄水場を多く有しており、これまで職員

の技術と経験により維持管理を行ってきました。しかし、技術職員の減少や熟練職

員の退職が進む中、これまでと同様の管理体制を維持することが難しくなりつつあ

ります。今後は、技術の継承や維持管理体制の見直しに加え、デジタル技術や遠方

監視設備などを活用した効率的な施設管理を推進し、限られた人員でも安定した水

道サービスを提供できる体制を構築することが求められています。 

さらに、近年は大規模地震や豪雨災害など自然災害が激甚化・頻発化しており、

水道施設の強靱化や危機管理体制の充実も重要な課題となっています。将来にわた

り安全・安心な水道サービスを継続するためには、施設更新や耐震化を着実に進め

るとともに、施設の統廃合やダウンサイジングなどによる施設配置の最適化を検討

し、更新投資の平準化や維持管理費の縮減を図ることが必要です。 

本経営戦略は、このような課題に対して中長期的な視点から経営の方向性を示す

基本計画です。施設整備、維持管理、財政運営、人材育成及び技術継承を総合的か

つ計画的に推進し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図ることで、将来

にわたり安全・安心で良質な水道水を安定的に供給し続ける持続可能な水道事業の

実現を目指します。 
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1-2 経営戦略の位置付け 

本市は、「地域資源を最大限活用して、個性と魅力を創造することで住み続

けたい人が増えるまちをつくる」ことを目指して、 

「人と地域が輝き 未来につながる 

源流共生のまち・にいみ」 
を将来像として、「第３次新見市総合計画～行動計画（後期）～」を令和7年 3月に

策定しており、その中に「安全・生活基盤」の行政分野として、「水道・下水道」

の施策や取組みが計画されているため、「新見市水道事業経営戦略」は、その方針

との整合を図りながら策定しています。  
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また、新見市水道事業では、「新見市上水道施設整備計画」、「新見市上下水道耐

震化計画」を策定しており、それらの計画との整合も図りながら策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第 3 次新見市総合計画 ～行動計画（後期）～ 
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1-3 計画期間 

経営戦略の計画期間は、「経営戦略策定・改定ガイドライン（総務省）」において、

「10 年以上の合理的な期間を設定する」とされていることから、計画開始年度を令

和 8 年度、計画目標年度を令和 17 年度の 10 年間とします。 

また、改定に当たっては、「毎年度の進捗管理と一定期間（3～5 年毎）の成果の

検証・評価した上で行う」とあるため、今後も継続して見直しをしていきます。 
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第 2 章 水道事業の現況と将来見通し 

2-1 水道事業の概要 

本市の上水道は、昭和 4 年に旧新見町で給水を開始して以来、市民生活の向上や

地域の発展とともに施設整備を進め、現在まで水道サービスを提供してきました。 

平成 17 年 4 月に実施された市町村合併後は、1 つの上水道事業と 27 の簡易水道

事業を有していましたが、人口減少や施設の老朽化など、水道事業を取り巻く環境

が大きく変化する中、将来にわたり持続可能な事業運営を行うため、財政基盤の強

化と効率的な経営体制の構築を目的として、施設統合及び経営統合を進め、簡易水

道事業を上水道事業へ事業統合しました。 

平成 30年 4月には水道事業と唐松簡易水道事業及び長屋簡易水道事業を施設統合

し、令和 2年 4月には残る 25の簡易水道事業を経営統合することで、市内の水道事

業を一つの公営企業として一本化しました。その後、令和 4 年 4 月に馬塚浄水場配

水区と下熊谷配水区を施設統合しています。 

現在は、公営企業会計による独立採算を基本とした経営を行い、経営の一元化に

よる効率的な事業運営と計画的な施設整備に取り組んでいます。 

本市は広大な給水区域を有し、多くの浄水場や配水池、管路施設を管理していま

す。また、浄水場の多くで緩速ろ過方式を採用していることが本市水道事業の大き

な特徴となっています。緩速ろ過は、自然の浄化作用を利用して安全で良質な水道

水を供給できる優れた浄水方式である一方、維持管理には豊富な知識と経験が求め

られることから、これまで職員の技術力に支えられてきました。 

一方で、人口減少や少子高齢化の進行に伴う水需要の減少による料金収入の減少、

老朽化した施設・管路の更新や耐震化への対応、さらには技術職員の減少や技術継

承など、水道事業を取り巻く環境は年々厳しさを増しています。加えて、市町村合

併により多くの水道施設を管理している本市では、維持管理費や更新費用の増加も

大きな課題となっています。 

このような状況を踏まえ、本市では施設の適正配置や更新投資の平準化、維持管

理の効率化を進めるとともに、遠方監視設備の活用などによる省力化・効率化を推

進し、限られた財源と人的資源の中でも持続可能な水道事業を実現できる経営基盤

の強化に取り組んでいます。 
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2-2 給水人口と水需要の状況と見通し 

(1)総人口の状況 

本市の人口は、昭和 30 年には 66,146 人を数えていましたが、昭和 30 年～40 年

代の高度経済成長期に人口の大幅な流出が起こり、その後も減少傾向を続け、令和

2 年には 28,079 人と半数以上減少しています。 

世帯数は、長らく 1 万 2 千台後半で推移していましたが、平成 27 年には 11,648

世帯まで減少し、令和 2 年には 1 万 1 千台前半となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第 3 次新見市総合計画～行動計画(後期)～ 
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国立社会保障・人口問題研究所が行った本市の将来人口推計（令和 5 年 3 月公表）

によると、これまで増加傾向にあった老年人口も、平成 27（2015）年度から減少に

転じ、全ての世代で減少が進むと推計されています。 

その結果、本市の人口は、令和 17（2035）年度には 20,571 人に、令和 22（2040）

年度には 18,488 人に、そして令和 37（2055）年度には、13,001 人になると推計さ

れています。 
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(2)給水人口の状況と見通し 

本市の給水人口も、人口動態と同じく減少しており、平成27年度から令和7年度

の給水人口の推移を見ると、28,364 人から 23,400 人となり、全体では年平均約

2.0％の減少で推移しており、内訳では旧上水道が年平均約 1.7％、旧簡易水道が年

平均約 2.3％の減少となっています。 

これらの実績及び将来人口推計を踏まえ、今後も同様の減少率で推移するものと

仮定し、旧上水道及び旧簡易水道それぞれの給水人口を推計しています。 
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(3)水需要の状況と見通し 

本市の水道事業では、給水人口の減少や節水機器の普及等により、水需要は減少

傾向となっています。平成 27 年度から令和 6 年度までの年間総有収水量は、

2,946.4 千ｍ3 から 2,608.3 千ｍ3 となり年平均約 1.3％の減少となっており、給水

人口の減少率より緩やかとなっています。 

水需要は今後も同様の減少率で推移するものとし、年間総有収水量を推計してい

ます。 
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2-3 水道施設と管路の状況 

本市の水道施設は、市内全域を25の配水区でカバーしており、それぞれに浄水施

設、配水施設を有しています。（図 2-3 配水区位置図参照） 

令和 4 年度には、「新見市上水道事業施設整備計画策定及び水道施設台帳作成業

務」を行っており、247 施設の調査と約 780km の管路台帳調査を行い、更新計画を

策定しています。 

「平成 29 年度 新見市簡易水道事業 アセットマネジメント策定業務」で設定して

いる更新基準年を基にした、2025 年度末での状況は、施設の老朽化率 30.2％

（1,185 施設中 358施設）、基幹管路の老朽化率 13.0％（418.4km 中 54.2km）となっ

ています。 

 

構造物及び設備の時間計画保全に基づく更新基準の設定 

区分 法定耐用年数 更新基準 

建築 50 70 

土木 60 73 

電気 15 25 

機械 15 24 

計装 15 21 

資料：「平成 29 年度 新見市簡易水道事業 アセットマネジメント策定業務」 

 

管路の時間計画保全に基づく更新基準の設定 

水道統計の管種区分 法定耐用年数 更新基準 

鋳鉄管 （ダクタイル鋳鉄管は含まない）  40 50 

ダクタイル鋳鉄管 耐震型継手を有する  40 80 
ダクタイル鋳鉄管 Ｋ形継手等を有するもののうち 

良い地盤に布設されている 
40 70 

ダクタイル鋳鉄管 (上記以外・不明なものを含む） 40 60 

石綿セメント管 40 40 

鋼管 （溶接継手を有する） 40 70 

鋼管 （上記以外・不明なものを含む） 40 40 

ステンレス管 (耐震型継手を有する） 40 60 

ステンレス管 (上記以外・不明なものを含む） 40 40 

硬質塩化ビニル管 （RR 継手等を有する） 40 50 

硬質塩化ビニル管 （上記以外・不明なものを含む） 40 40 

ポリエチレン管 （高密度、熱融着継手を有する） 40 60 

ポリエチレン管 （上記以外・不明なものを含む） 40 40 

その他 （管種が不明のものを含む） 40 40 

資料：「平成 29 年度 新見市簡易水道事業 アセットマネジメント策定業務」 
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2-4 水道事業経営の状況 

本市の水道事業経営は、人口減少等に伴う料金収入の減少に加え、水道施設等の

老朽化に伴う更新需要の増加や物価高騰の影響などにより、厳しい経営状況となっ

ています。 

経営指標については、「表 2.4 経営指標の推移」に示すとおり、経営の健全性を

示す経常収支比率は、一般会計からの補助金額の減少はありましたが、令和 6 年 4

月 1 日からの料金改定により、健全経営の水準とされる 100％を上回っています。

また、料金水準の妥当性を示す料金回収率も、料金改定により事業費に必要な費用

を給水収益で賄えている状況とされる 100％を上回っています。 

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度比

1.14 ポイント増の 58.13％、法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経

年化率は前年度比 0.52 ポイント増の 13.02％と施設の老朽化が進んでいるのに対し

て、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率は前年度比0.08ポイント

増の 0.31％に留まっています。これは、未だに更新需要のピークを迎えていないこ

と、大口径の基幹管路の更新を優先的に実施しているためであり、将来の更新需要

に備え、現在の経営状況を維持しつつ、引き続き計画的な施設更新が必要です。 

将来にわたり健全な事業運営を維持するためには、料金体系や維持管理手法を含

め、中長期的な視点に立った経営が必要です。 

また、老朽化施設の更新及び耐震化の推進に伴い建設改良費の増加が見込まれる

ことから、施設の統廃合やダウンサイジングなどにより投資の効率化を図り、更新

費用の縮減に努める必要があります。 

料金については、令和 5 年度に旧簡易水道事業を旧上水道事業の料金に統一する

とともに、令和 6 年度には基本料金及び超過料金をそれぞれ 10.8％引き上げました。 

また、施設の管理については、馬塚浄水場の運転管理及び一部旧簡易水道施設の

日常点検管理を民間事業者へ委託し、効率的な維持管理に努めています。 

今後は、収支の均衡を図りながら、計画的な施設更新及び効率的な事業運営を推

進し、持続可能な水道事業の実現を目指します。 

 

表 2.4 経営指標の推移 

指 標 R2 R3 R4 R5 R6 

経常収支比率 98.92% 99.76% 97.80% 101.43% 105.39% 

料金回収率 77.86% 79.15% 82.01% 93.85% 100.71% 

有形固定資産減価償却率 53.35% 53.77% 55.53% 56.99% 58.13% 

管路経年化率 4.06% 7.77% 10.92% 12.50% 13.02% 

管路更新率 0.19% 0.28% 0.18% 0.23% 0.31% 

資料： 「令和 6 年度新見市水道事業報告書」 
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2-5 建設改良費（更新需要）の見通し 

今後、本市の水道施設は老朽化の進行に伴い、計画的な更新が必要不可欠とな

ります。 

一方で、現時点では、「新見市上下水道耐震化計画」、「城山及び石指山配水池

更新事業」及び「大佐中央配水区第 1 浄水場発動発電機更新工事」以降の個別施

設更新計画は策定されていません。 

このため、本経営戦略における建設改良費は、前回の料金改定時に新見市水道

事業運営審議会において整理された考え方を基本として設定しています。 
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第 3 章 投資・財政計画 

3-1 投資・財政計画の基本的考え方 

本市水道事業の経営・財務等の状況について、近年の決算情報の指標等から現状

や課題を的確に把握するとともに、将来について客観的に見通し、分析を行ってい

ます。 

計画期間は、「経営戦略策定・改定ガイドライン（総務省）」において、「10 年以

上の合理的な期間を設定する」とされていることから、事業の特性、事業の普及状

況、施設の老朽化状況、経営状況等を踏まえて、10 年の期間を設定します。 

計画策定に当たっての将来の｢投資・財政計画｣に係る試算については「経営戦略

策定・改定ガイドライン（総務省）」に準拠して試算しています。 

 

3-2 投資計画 

安全で安心な水道水を将来にわたり安定的に供給するため、今後の水需要を踏ま

えた浄水施設の再編や施設能力の適正化、老朽管の更新等を進めるとともに、施設

の統廃合やダウンサイジングによるコスト縮減を図りながら、計画的な施設・設備

の更新を検討していきます。 

また、「新見市上下水道耐震化計画」を着実に推進し、基幹施設及び基幹管路の

耐震化を進めることで、大規模地震や豪雨災害等に備えた強靱な水道施設の整備を

推進します。 

当面は、「新見市上下水道耐震化計画」、「城山及び石指山配水池更新事業」及び

「大佐中央配水区第 1 浄水場発動発電機更新工事」を重点事業として位置付け、優

先的に実施します。 

今後は、アセットマネジメントの充実を図り、施設の重要度や健全度、更新需要

等を踏まえ、投資の平準化と財政負担の軽減に配慮した計画的かつ効率的な施設更

新を推進します。 
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料金収入の実績と見通し

旧上水 旧簡水 水道計

千円

3-3 財政計画 

本市の水道事業財政計画は、料金収入を主たる財源とし、将来世代との負担の公

平性に配慮しながら、健全で持続可能な財政運営を基本として策定しています。 

料金収入については、人口減少に伴う有収水量の減少を見込み、年間総有収水量

の実績を基に将来の有収水量を推計するとともに、口径別の使用水量等を分析し、

その結果を踏まえて将来の料金収入を推計しています。 
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支出については、老朽化施設の更新及び耐震化の推進に伴い建設改良費の増加が

見込まれることから、国庫補助金や企業債等を有効に活用し、将来の財政負担の平

準化を図りながら、計画的な施設更新を進めます。 

また、財政収支や施設更新需要に加え、料金回収率等の経営指標を継続的に検証

し、必要に応じて料金改定の時期及び改定内容を検討するとともに、財政計画につ

いても適宜見直しを行い、持続可能な水道事業経営を目指します。 

 

 

  

1,233,837 1,294,651

1,107,490

1,214,481
1,312,041

1,024,320

949,720

934,530 918,683
898,343

873,668 844,800

1,225,578 1,180,303

1,155,749

1,247,879 1,385,961
1,099,237

1,106,487 1,110,272 1,114,749 1,120,643 1,125,472 1,109,282

1,379,244 1,401,888

1,319,875 1,286,477 1,212,557

1,137,640 980,873

805,131

609,065

386,765

134,961

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

R6年度
（2024年度）

R7年度
（2025年度）

R8年度
（2026年度）

R9年度
（2027年度）

R10年度
（2028年度）

R11年度
（2029年度）

R12年度
（2030年度）

R13年度
（2031年度）

R14年度
（2032年度）

R15年度
（2033年度）

R16年度
（2034年度）

R17年度
（2035年度）

財政収支の実績と見通し
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第 4 章 効率化・経営健全化への取組方針 

4-1 組織、人材に関する事項 

業務の効率化及び事務の見直しを進めることにより、現行の職員体制を基本とし

つつ、事務量の変化等を踏まえた適正な定員管理を行いながら、水道技術管理者の

有資格者を計画的に養成し、技術職員の確保を図るとともに、各種研修への参加等

を通じて技術力の向上に努めることとします。 

広域連携や外部委託の活用についても検討し、持続可能な組織体制の確立を目指

すこととします。 

 

4-2 経営基盤強化に関する事項 

本市の水道事業は、人口減少に伴う給水収益の減少、施設・設備の老朽化、技術

職員の不足など、厳しい経営環境に直面しています。このような状況の中において

も、将来にわたり安全・安心で良質な水を安定的に供給するため、効率的な事業運

営と持続可能な経営基盤の確立を推進します。 

施設・設備については、アセットマネジメントを活用した計画的な点検、維持管

理及び更新を実施し、長寿命化と更新需要の平準化を図ります。また、将来の水需

要を踏まえ、施設・設備の統廃合やダウンサイジングを進めるとともに、石指山配

水池の廃止をはじめとする施設再編を実施し、効率的な資産管理に努めます。施設

更新に当たっては、将来需要に見合った適正規模で整備を行い、投資の最適化を図

ります。 

維持管理及び事業運営については、人口減少や高齢化に伴う担い手不足への対応

を見据え、ＤＸ等を推進し、業務の効率化及び省力化を図ります。 

財政運営については、地方公営企業法の趣旨に基づく独立採算を基本とし、中長

期的な視点に立った健全な経営を目指します。企業債については、将来の償還負担

や金利動向を勘案しながら有利な制度を活用し、財政負担の軽減に努めます。さら

に、施設の統廃合等により生じた遊休資産については、転用や売却等を検討し、資

産の有効活用による財源確保に努めます。国庫補助金については、積極的に活用し

ていきます。 

加えて、岡山県水道事業広域連携推進検討会において、関係市町村との情報共有

や課題整理を行いながら、広域連携の可能性について積極的に推進し検討していき

ます。 

これらの取組を着実に推進することで、経営基盤の強化を図り、将来にわたり持

続可能な水道事業の実現を目指します。 
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第 5 章 進捗管理と見直し 

本経営戦略は、策定後も計画の進捗状況や経営状況を継続的に把握・評価し、Ｐ

ＤＣＡサイクルに基づく進捗管理を実施します。また、必要に応じて本経営戦略の

見直しを行います。 

 

5-1 基本的考え方 

本経営戦略については、毎年度、決算状況及び事業の進捗状況を踏まえ、計画値

と実績値の比較・検証を行い、ＰＤＣＡサイクルに基づく進捗管理を実施します。 

進捗管理に当たっては、給水人口、有収水量、料金収入、有収率、料金回収率、

建設改良費、企業債残高及び資金残高等の主要な経営指標について、計画値と実績

値を比較するとともに、その差異の要因を分析し、必要な改善策を検討します。 

また、社会経済情勢や水需要の変化、施設更新需要、財政収支の状況等を踏まえ、

必要に応じて投資計画及び財政計画の見直しを行い、本経営戦略に反映することで、

持続可能な水道事業経営の実現を目指します。 

 

5-2 改定の留意点 

本経営戦略は、毎年度の進捗管理及び検証結果を踏まえるとともに、計画期間と

の整合を図るため、原則として 5 年ごとを目途に本経営戦略の改定を行います。 

なお、改定に当たっては、経営状況や施設更新需要、財政収支の状況及び将来の

水需要を総合的に勘案し、実効性のある計画となるよう見直しを行います。 
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巻末資料 
 



令和　 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

メ ー タ 口 径

13mm

20mm

25mm

30mm

40mm

50mm

75mm

100mm

１０，０８０円

２５m3まで
４，０４０円

１，５５０円
１０m3まで

２２０円

１，６６０円

３，９００円

１０，６４０円

７，７６０円

４５m3まで
９，５３０円

令和８年２月１日現在（消費税抜き）

基本料金
１か月につき

基本水量
１か月につき

超過料金（１㎥につき）
１か月につき

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　料金の構成は、基本料金と従量料金（以下「超過料金」という。）から成る二部料金制としている。基本料
金は用途別に一般用と臨時用の2種に区分し、口径別に異なる料金設定としている。超過料金は単一型を採用し
ている。
　令和5年度に旧簡易水道事業を上水道事業の料金に統一し、令和6年度に基本料金及び超過料金をそれぞれ
10.8％引き上げた。今後は、財政収支の状況、施設更新需要の増加及び将来の事業環境の変化を踏まえ、持続
可能な事業運営を図るため、適切な料金水準及び料金体系について継続的に検討を行う。

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

令 和 6 年 4 月 1 日

施 設 能 力 16,110 ㎥／日 施 設 利 用 率 53.78

水 源 　　　　　☑　表流水　　☑　ダム　　□　伏流水　　☑　地下水　　□　受水　　□　その他　　（複数選択可）

施 設 数
浄水場設置数 33

管 路 延 長 702.389 千ｍ
配水池設置数 100

別添１－２

新見市水道事業経営戦略

団 体 名 ： 岡山県新見市

事 業 名 ： 新見市水道事業

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）
現 在 給 水 人 口 23,878

有 収 水 量 密 度 0.10

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 4 年 6 月 11 日 計 画 給 水 人 口 33,373



④ 組　織

＜組織体制＞

令和７年４月１日現在

○現在の組織体制（令和７年度）

上水道課職員

１０人

＜職員数・職種・年齢構成等＞
（令和７年度）

61歳～

51～60歳

41～50歳

31～40歳

～30歳

合計 ※うち会計年度任用職員１人

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

○経営統合
　・令和元年度末に簡易水道事業と経営統合を行い、事業運営の効率化及び財務基盤の強化を図った。
○民間活用
　・平成30年度から新見支局管内の簡易水道の水道施設について、業務の効率化及び経費削減を図るため、運転監視及び保守点検業務を委託
    している。
○施設の統廃合
　・配水施設の余剰能力を活用するため、平成30年4月に長屋簡易水道及び唐松簡易水道、令和4年4月に下熊谷配水区の水源施設及び浄水施
    設を廃止し、統合を行った。
○広域化
　・平成28年度から県内の市町村等で構成する「岡山県水道事業広域連携推進検討会」に参加し、協議を進めている。
○その他
　・人件費の削減（平成22年度に機構改革に併せ神郷支局の業務を上水道課で対応）
　・収納額の向上（滞納対策を強化し、収納額を増額）

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その
具体的な方策としては、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　別紙１のとおり

１０人

これまでの主な経営健全化の取組

上水道課

人

３人

２人

４人

１人

（うち会計年度任用職員１人）
建設部長

代表者

新見市長
建設部次長 上水道課長

各支局

地域振興課長

（兼務）

産業建設係 １人

（兼務）

工務係 ３人

管理係 ５人
（うち会計年度任用職員１人）

上水道課参事

（大佐・哲多・哲西支局）

（神郷支局所管）



２．将来の事業環境

（１）

（２）

　

給水人口の予測

　本市の人口は、国立社会保障・人口問題研究所が行った将来人口推計（令和5年3月公表）によると、令和17（2035）年度には20,571人に、
令和22（2040）年度には18,488人になると推計されている。平成27年度から令和7年度の給水人口の推移を見ると、28,364人から23,400人と
なり、全体では年平均約2.0％の減少で推移しており、内訳では旧上水道が年平均約1.7％、旧簡易水道が年平均約2.3％の減少となってい
る。
　これらの実績及び将来人口推計を踏まえ、今後も同様の減少率で推移するものと仮定し、旧上水道及び旧簡易水道それぞれの給水人口を推
計している。

水需要の予測

　　本市の水道事業は、給水人口の減少や節水機器の普及等により、水需要は今後も減少傾向で推移するものと予測される。
　  平成27年度から令和6年度までの年間総有収水量の推移は、2,946.4千ｍ3から2,608.3千ｍ3となり年平均約1.3％の減少となっている。
　  今後も同様の減少率で推移するものとし、年間総有収水量を推計している。
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人

給水人口の実績と見通し（水道事業）

給水人口（旧上水） 給水人口（旧簡水） 総人口 給水人口（計）

1,458.9 1,437.5 1,448.2 1,498.4 1,497.3 1,524.9 1,499.3 1,485.3 1,432.5 1,411.7 1,382.6 1,364.6 1,346.8 1,329.3 1,312.1 1,295.0 1,278.2 1,261.5 1,245.1 1,229.0 1,213.0 

1,487.5 1,473.4 1,518.5 1,322.0 1,319.1 1,292.6 1,270.9 1,259.0 
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千㎥



（３）

（４）

３．経営の基本方針

組織の見通し

　・業務の効率化及び事務の見直しを進めることにより、現行の職員体制を基本としつつ、事務量の変化等を踏まえた適正な定員管理を行
    う。
　・水道技術管理者等の有資格者を計画的に養成し、技術職員の確保を図るとともに、各種研修への参加等を通じて技術力の向上に努める。
　・広域連携や外部委託の活用についても検討し、持続可能な組織体制の確立を目指す。

　・将来にわたり安全・安心で良質な水を安定的に供給する。
　・効率的な事業運営と持続可能な財務基盤の確立を図る。
　・大規模災害に備えた強靭な水道施設の整備を推進する。

料金収入の見通し

　令和8年度以降の10年間については、人口減少等に伴う有収水量の減少を見込み、年間総有収水量の実績を基礎として口径別の使用水量を
分析し、将来の有収水量を推計した。その結果、料金収入は年平均約1.3％減少するものと見込んでいる。
　今後は、財政収支の状況、施設更新需要の増加及び将来の事業環境の変化を踏まえ、持続可能な事業運営を図るため、適切な料金水準及び
料金体系について継続的に検討を行う。

293,109 291,721 294,786 288,405 307,241 304,272 299,385 295,488 291,683 287,828 284,081 280,395 276,763 273,148 269,593 266,071 
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

  料金収入を主たる財源とし、将来世代との負担の公平性に配慮しながら、健全で持続可能な財政運営を基本
とする。
　老朽化施設の更新及び耐震化の推進に伴い建設改良費の増加が見込まれることから、国庫補助金や企業債等
を有効に活用し、将来の財政負担の平準化を図りながら、計画的な施設更新を進める。
　また、財政収支や施設更新需要に加え、料金回収率等の経営指標を継続的に検証し、必要に応じて料金改定
の時期及び改定内容を検討するとともに、財政計画についても適宜見直しを行い、持続可能な水道事業経営を
目指す。

○料金収入
　令和5年度に旧簡易水道事業を上水道事業の料金に統一し、令和6年度に基本料金及び超過料金をそれぞれ10.8％引き上げた。
　また、今後は、財政収支の状況、施設更新需要の増加及び将来の事業環境の変化を踏まえ、持続可能な事業運営を図るため、適切な料金水
準及び料金体系について継続的に検討を行う。

○企業債
　建設改良事業の財源として企業債を活用する。
　なお、企業債の活用に当たっては、世代間負担の公平性に配慮し、将来の償還負担が過度とならないよう適切に管理する。

○繰入金
　旧簡易水道事業に係る基準内繰入金を計上するとともに、旧簡易水道事業において過去に実施した建設改良事業に係る基準外繰入金を見込
んでいる。

　投資以外の経費については、直近3か年（令和4年度～令和6年度）の実績平均額を基に設定した。ただし、動力費や薬品費等、物価変動の
影響を受けやすい費目については、将来の価格上昇を考慮し年0.9％の増加を見込んだ。また、賃借料の一部や保険料の一部及び公課費な
ど、今後も大きな変動を見込まない費目については、実績平均額を据え置きとした。

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

　安全で安心な水道水を将来にわたり安定的に供給するため、水道施設等の耐震化及び老朽施設の更新事業を
計画的に実施する。

・（旧上水）城山及び石指山配水池更新事業　令和9年度～令和11年度　670,000千円
             （令和9年度220,000千円、令和10年度330,000千円、令和11年度120,000千円）
・（旧上水）建設改良事業　令和8年度、令和12年度～　135,762千円（アセットマネジメント額（226,271千円）×60％）

・（旧簡水）大佐中央配水区第１浄水場発動発電機更新工事　令和9年度～令和10年度　100,000千円
             （令和9年度20,000千円、令和10年度80,000千円）
・（旧簡水）建設改良事業　令和8年度～　220,752千円（アセットマネジメント額（630,752千円）×35％）

　建設改良事業については、アセットマネジメントにより算定した更新需要をベースに、財政見通しを踏まえ、実施可能な範囲で事業量を調
整し、投資の平準化を図っている。
　財源については、企業債及び内部留保資金等を活用し、将来世代との負担の公平性に配慮しながら、持続可能な事業運営を目指す。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　２　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

そ の 他 の 取 組 特になし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　社会経済情勢の変化、物価上昇、人口減少の進行、施設の老朽化状況、国の制度改正等により計画
の前提条件に大きな変更が生じた場合には、必要に応じて内容の見直しを行う。
　また、毎年度の進捗管理及び検証結果を踏まえるとともに、計画期間との整合を図るため、原則と
して5年ごとを目途に本経営戦略の改定を行う。
　なお、改定に当たっては、経営状況や施設更新需要、財政収支の状況及び将来の水需要を総合的に
勘案し、実効性のある計画となるよう見直しを行う。
　検証にあたっては、給水人口の推移、料金収入の動向、経費の増減、企業債残高の推移、資金残高
等の主要指標を確認し、計画との差異の要因を分析する。

企 業 債
将来的な償還負担を勘案し、財政運営に過度な影響を及ぼさないよう、利率動向等を注視しなが
ら、有利な企業債の活用に努める。

繰 入 金
地方公営企業法の趣旨を踏まえ、独立採算を基本とした経営を目指す。政策的に実施している旧簡
易水道事業に係る一般会計からの繰入金については、経営努力により計画的な縮減に努める。

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

施設の統廃合や老朽化により生じた遊休資産については、転用又は売却等を検討し、資産の有効活
用による収入確保に努める。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

施設更新に当たっては、将来需要に見合った適正規模での整備を行い、過大投資とならないよう施
設能力の合理化を図る。

そ の 他 の 取 組 特になし

料 金
料金については、今後の施設更新需要や財政収支の状況を踏まえ、持続可能な事業運営を図るた
め、適正な料金水準の維持に向けて継続的に検討を行う。また、料金水準については、経営状況や
将来の事業環境の変化を踏まえ、必要に応じて見直しを検討する。

民間の資金・ ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

水道施設の維持管理において、業務を一部委託している施設では、高齢化等の理由により、人手不
足となり維持管理が困難になることから、民間委託等を検討する。

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

アセットマネジメントを活用し、点検及び計画的な維持管理を徹底することにより、施設・設備の
長寿命化を図るとともに、更新需要の平準化に努める。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

将来の水需要の減少を踏まえ、効率的な資産管理を図るため、施設・設備の廃止及び統合を適切に
進める。
石指山配水池は廃止予定。

広 域 化
岡山県水道事業広域連携推進検討会において、関係市町村との情報共有や課題整理を行いながら、
広域連携の可能性について引き続き協議を進める。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙２

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 520,959 567,887 562,662 546,853 539,683 532,614 525,593 518,691 511,893 505,235 498,553 491,985 485,512
(1) 520,631 567,672 562,187 546,515 539,345 532,276 525,255 518,353 511,555 504,897 498,215 491,647 485,174
(2) (B)
(3) 328 215 475 338 338 338 338 338 338 338 338 338 338

２． 453,219 453,590 453,659 447,206 425,201 407,628 395,109 374,807 365,981 353,086 334,426 306,138 270,865
(1) 45,941 46,852 41,115 34,292 31,930 30,441 30,054 29,000 28,055 27,125 26,380 25,816 25,649

44,928 46,282 40,824 34,154 31,897 30,434 30,053 29,000 28,055 27,125 26,380 25,816 25,649
1,013 570 291 138 33 7 1

(2) 405,734 405,398 409,701 411,451 391,808 375,724 363,592 344,344 336,463 324,498 306,583 278,859 243,753
(3) 1,544 1,340 2,843 1,463 1,463 1,463 1,463 1,463 1,463 1,463 1,463 1,463 1,463

(C) 974,178 1,021,477 1,016,321 994,059 964,884 940,242 920,702 893,498 877,874 858,321 832,979 798,123 756,377
１． 909,106 919,843 939,162 929,185 909,704 898,154 896,942 901,926 906,542 908,110 906,847 895,004 869,738
(1) 75,828 69,029 78,380 73,621 73,621 73,621 73,621 73,621 73,621 73,621 73,621 73,621 73,621

38,026 34,143 39,139 36,764 36,764 36,764 36,764 36,764 36,764 36,764 36,764 36,764 36,764

37,802 34,886 39,241 36,857 36,857 36,857 36,857 36,857 36,857 36,857 36,857 36,857 36,857
(2) 325,425 345,415 347,180 340,273 342,403 345,476 348,578 351,707 354,863 358,048 361,261 364,503 367,774

69,461 74,482 74,217 74,494 75,164 75,840 76,523 77,212 77,907 78,608 79,315 80,029 80,749
41,023 50,756 38,106 47,103 47,527 47,955 48,387 48,822 49,261 49,704 50,151 50,602 51,057
8,510 8,590 5,816 8,072 8,145 8,218 8,292 8,367 8,442 8,518 8,595 8,672 8,750

206,431 211,587 229,041 210,604 211,567 213,463 215,376 217,306 219,253 221,218 223,200 225,200 227,218
(3) 507,853 505,399 513,602 515,291 493,680 479,057 474,743 476,598 478,058 476,441 471,965 456,880 428,343

２． 51,631 49,213 45,869 46,998 49,352 56,710 69,147 73,744 77,099 80,362 83,608 86,673 89,646
(1) 51,370 46,401 44,794 45,843 48,197 55,555 67,992 72,589 75,944 79,207 82,453 85,518 88,491
(2) 261 2,812 1,075 1,155 1,155 1,155 1,155 1,155 1,155 1,155 1,155 1,155 1,155

(D) 960,737 969,056 985,031 976,183 959,056 954,864 966,089 975,670 983,641 988,472 990,455 981,677 959,384
(E) 13,441 52,421 31,290 17,876 5,828 △ 14,622 △ 45,387 △ 82,172 △ 105,767 △ 130,151 △ 157,476 △ 183,554 △ 203,007
(F) 785
(G) 355 119 1,627
(H) △ 355 666 △ 1,627

13,086 53,087 29,663 17,876 5,828 △ 14,622 △ 45,387 △ 82,172 △ 105,767 △ 130,151 △ 157,476 △ 183,554 △ 203,007
(I) 692,051 765,138 818,801 836,677 842,505 827,883 782,496 700,324 594,557 464,406 306,930 123,376 △ 79,631
(J) 1,289,560 1,379,244 1,401,888 1,319,875 1,286,477 1,212,557 1,137,640 980,873 805,131 609,065 386,765 134,961 △ 129,521

30,734 26,418 31,446 31,600 31,600 31,600 31,600 31,600 31,600 31,600 31,600 31,600 31,600
(K) 540,889 578,464 433,988 500,843 484,251 441,902 429,639 413,401 410,675 408,704 408,139 406,661 384,227

365,118 359,483 338,343 321,751 279,402 267,139 250,901 248,175 246,204 245,639 244,161 221,727 223,106

166,061 208,584 84,338 152,700 152,700 152,700 152,700 152,700 152,700 152,700 152,700 152,700 152,700
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 520,959 567,887 562,662 546,853 539,683 532,614 525,593 518,691 511,893 505,235 498,553 491,985 485,512

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

営 業 外 費 用

流 動 資 産

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費

令和１７年度

そ の 他
営 業 外 収 益

補 助 金
他 会 計 補 助 金

令和７年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

長 期 前 受 金 戻 入

令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度

そ の 他 補 助 金

支 払 利 息



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙２

（単位：千円）

年　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 89,900 240,600 353,100 222,400 370,500 523,500 262,500 222,400 222,400 222,400 222,400 222,400 222,400

２．

３． 335,590 325,790 318,442 294,525 266,307 222,389 203,312 176,911 169,464 161,205 148,292 130,749 108,521

４． 1,271 1,295 1,320 1,255 1,255 1,255 1,255 1,255 1,255 1,255 1,255 1,255 1,255

５．

６． 14,026 11,085 7,041 5,213 1,916 281 143

７．

８． 25,410 36,905 6,775

９． 1,267 1,298 1,353 1,489 1,427 98

(A) 467,464 616,973 688,031 524,882 641,405 747,523 467,210 400,566 393,119 384,860 371,947 354,404 332,176

(B)

(C) 467,464 616,973 688,031 524,882 641,405 747,523 467,210 400,566 393,119 384,860 371,947 354,404 332,176

１． 300,614 396,803 349,391 356,514 460,752 630,752 340,752 356,514 356,514 356,514 356,514 356,514 356,514

２． 382,752 365,118 359,483 338,343 321,751 279,402 267,139 250,901 248,175 246,204 245,639 244,161 221,727

３．

４．

５．

(D) 683,366 761,921 708,874 694,857 782,503 910,154 607,891 607,415 604,689 602,718 602,153 600,675 578,241

(E) 215,902 144,948 20,843 169,975 141,098 162,631 140,681 206,849 211,570 217,858 230,206 246,271 246,065

１． 9,902 8,948 9,943 121,716 107,700 88,711 65,764 50,082 35,828 21,792 7,906

２．

３．

４． 206,000 136,000 10,900 48,259 33,398 73,920 74,917 156,767 175,742 196,066 222,300 246,271 246,065

(F) 215,902 144,948 20,843 169,975 141,098 162,631 140,681 206,849 211,570 217,858 230,206 246,271 246,065

(G)

(H) 4,023,890 3,899,371 3,681,139 3,785,947 3,834,696 4,078,794 4,074,154 4,045,653 4,019,878 4,004,970 3,996,552 3,995,731 4,006,904

○他会計繰入金

年　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

44,928 46,282 40,824 34,154 31,897 30,434 30,053 29,000 28,055 27,125 26,380 25,816 25,649

23,977 22,153 19,541 20,513 20,186 20,310 21,243 21,439 21,648 21,841 22,094 22,402 22,868

20,951 24,129 21,283 13,641 11,711 10,124 8,810 7,561 6,407 5,284 4,286 3,414 2,781

335,590 325,790 319,762 295,780 267,562 223,644 204,567 178,166 170,719 162,460 149,547 132,004 109,776

184,741 179,448 176,128 162,454 149,054 125,897 115,669 101,112 97,697 94,481 89,232 81,720 70,327

150,849 146,342 143,634 133,326 118,508 97,747 88,898 77,054 73,022 67,979 60,315 50,284 39,449

380,518 372,072 360,586 329,934 299,459 254,078 234,620 207,166 198,774 189,585 175,927 157,820 135,425

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１６年度令和７年度 令和１７年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度令和９年度

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

令和７年度

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

令和８年度

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

工 事 負 担 金

令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

令和１７年度

他 会 計 補 助 金


